 [様式07-4］　中核事業影響度評価フォーム 　【（地震）の災害の場合】　身辺警備
	① 中核事業の継続に必要な資源

（ボトルネック資源）
	② 中核事業に対する

重要度の大きさ
	③ 想定している

災害がボトルネックに与える影響
	④　影響の大きさ

（②×③）

	従業員
	3
	2
	6

	警戒棒
	3
	1
	3

	防弾チョッキ
	3
	1
	3

	防弾バッグ
	3
	1
	3

	本社施設
	3
	2
	6

	統制室
	3
	2
	6

	電話
	3
	2
	6

	電気
	3
	2
	6

	ガス
	3
	2
	6

	水道
	3
	2
	6

	パソコン（インターネットや電子メールを含む）
	3
	2
	6

	情報管理システム
	3
	2
	6

	警備員の通勤手段
	3
	2
	6

	各種書類・帳票類
	3
	2
	6

	その他の障害

（以下の空欄に記入する。）
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※　警備部長は、記載内容に変更が生じた都度、修正を行う。
ここで示した「中核事業影響度フォーム」は、想定している災害が各ボトルネックに与える影響の大きさを把握する方法の一例です。

本フォームの記入方法





①に［様式06］で整理した「重要業務に必要な資源」をまとめて記入する。





②には、①に記入した資源ごとに、以下の方針に従って、数字を入力する。


（※　重要業務ごとに「代替が不可能」と「代替が可能」というように評価が分かれている場合には、「代替が不可能」と考えて、３を入力すること。）





「人手による代替が不可能な資源」⇒ ３


「人手による代替などで、一部は操業できる資源」⇒ ２


①に例記したもののうち、「操業にはまったく支障がない資源」⇒ １





③には、想定している災害により①の各ボトルネックが受ける影響を、以下の方針に従って、数字を入力する。





想定した災害により、目標復旧時間までの復旧に間に合わない程度の量／期間において影響を受けると考えられる場合⇒ ３


想定した災害により、ある程度の量／時間は影響を受けるが、目標復旧時間までの復旧には間に合うと考えられる場合⇒ ２


想定した災害からはほとんど被害を受けないと考えられる場合⇒ １





④には、②と③で記入した数字同士を掛け合わせた数値を記入する。


この数値が大きいほど、想定している災害が発生した場合に当該ボトルネックが中核事業の継続を困難にする度合いが高いといえる。





以上により、想定している災害が各ボトルネックに与える影響の大きさを全体として把握することができる。
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